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認知症早期発見を目的とした集団検診の継続意義と
検診からの脱落者の追跡調査の有用性
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目的　認知症の早期発見は，認知症の重症化や進行予防，介護予防の方策を考える上で重要な課題
になりつつある。今回，各自治体で実施されている高齢者健康診査に物忘れ関連項目を加えた
簡易な検診システムを考案追加し，2002年度から追跡調査を行った。しかし，この検診事業の
中で年ごとに検診に来なくなる高齢者が次第に増加することが観察された。そのため，この群
の中に高い割合で認知症や障害の発症があるのではないかとの仮定から集団検診脱落群に焦点
をあてて検診未受診者の追跡調査をすることとした。

方法　対象は，都内Ａ病院に区委託の高齢者検診を目的として来院し，本研究の趣旨の説明を受け，
同意したものとした。調査内容は，認知機能をMMSEで測定したほか，頭部Ｘ線CT，生活習
慣調査を行った。また，2008年度に行われた検診に未受診であった者で，本人または家族の連
絡で未受診の理由が把握できた以外の者に対し，2008年ならびに2009年 ２ 月に電話調査を行い，
検診未受診の理由を尋ねた。分析対象は，2003年度の検診事業へ参加した者とした。このうち，
2008年度に受診したものを継続群，2008年度を含む ３ 年間連続で未受診であった者を脱落群と
し，MMSE得点の比較と脱落群の検診未受診となった理由をその内容に応じて分類し，集計
を行った。

結果　2003年度において検診を受診した者は409名であった。対象者の属性は，2003年当時の平均
年齢75.8歳，性別は女性の方が多く，256名（62.6％）であった。対象のうち，継続群は289名
（70.7％），脱落群は120名（29.3％）であった。2003年度調査時のMMSE得点は，継続群
28.1±2.9点，脱落群26.3±5.3点であり，脱落群は継続群よりMMSE得点が有意に低かった
（ｔ＝3.61，ｐ＜0.05）。また，年齢においても脱落群の方が高く，受診年齢で差が認められ
た。脱落群の未受診理由で最も多かったのは，記載されていた電話番号が使われていない「不
通」が23名（21.3％）であり，身体的理由は42名（38.9％）であった。検診未受診理由別の
MMSE得点において，身体的な理由（24.2±7.7点）は，元気であると回答した者（28.6±1.4
点）よりも得点が有意に低かった（ｔ＝－3.54，ｐ＜0.05）。

結論　脱落群への追跡調査や脱落をエンドポイントとして検討することの重要性が示唆され，この
種のコホート研究にエンドポイントとして何かしらの理由による脱落を設定しておくことは変
化の解釈に有効であると考えられた。

キーワード　認知症，早期発見，脱落群，集団検診，MMSE，検診未受診理由
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Ⅰ　緒　　　言

　認知症の早期発見は，認知症の重症化や進行
予防，また，重度の要介護状態を予防する等の
介護予防の方策を考える上で重要な課題になり
つつある。今回，著者らは，新たな資源を用い
たり，新たな検診システムを独立して立ち上げ
るのではなく，各自治体で健康増進，生活習慣
病対策として従来から実施されている高齢者健
康診査に物忘れ関連項目を追加することで，認
知症の早期発見と早期対応が容易になるのでは
ないかとの見通しから，簡易な検診システムを
考案追加し，2002年度から 1 年に 1 回，追跡調
査を行った。参加希望者が約760名という小規
模コホートであるが，毎年約50～60％の受診率
を維持し，この間に軽度認知障害と早期のアル
ツハイマー型認知症などの早期発見につなげて
きた実績を持つ1）-6）。しかし，この検診事業の
中で継続して受診する群とは別に，年ごとに検
診に来なくなる高齢者（以下，脱落群）が次第
に増加することが観察され，この群がその後ど
のような経過をたどっているかは不明であった。
　継続受診者に関しては，認知症の早期発見と
早期対応が可能であることは実証されたものの，
脱落している群は，経過データがないため，統
計学的分析からも，また早期発見としての対応
からも，その対象から除かざるを得なかった。
　著者らは，検診事業の中でこうした脱落群の
中に高い割合で認知症，その他の障害の発症が
あるのではないかとの仮定から集団検診脱落群
に焦点をあてて検診未受診者の追跡調査をする
こととした。

Ⅱ　対象と方法

（ １）　研究の概要
　本研究プロジェクトは，認知症の早期発見と
認知症予防のための生活習慣因子の探索を目標
に2002年度から立ち上がった。認知症の早期発
見の方法として，従来の高齢者検診方式を踏襲
し，毎年 1 回，認知レベルを測定していく簡易

な面接方式を採用した。2002年度の開始時の対
象者は，2002年10月の 1 カ月に都内Ａ病院に区
委託の高齢者検診を目的として来院し，本研究
の趣旨の説明を受け，同意したものとした。
　調査項目は，開始当初の2002年度において，
認知機能検査としてMini-Mental State Exami
nation（以下，MMSE）7）ならびに頭部Ｘ線CT
の実施，物忘れ自覚症状調査を行った。2003年
度からはMMSE，頭部Ｘ線CTに加え，認知症
危険因子の探索を目的に生活習慣調査（生活習
慣・活動に関する問診票）を行った。なお，
2005年度までは，新規の研究参加希望者を受け
入れ，現在まで 1 年に 1 度検診を実施している。
したがってコホートとしての調査のベースライ
ンは，2005年度まで新規の参加者を受け入れて
いたこともあり，2003年から2005年度の間に検
診に参加した者と設定し，以後前向きな調査を
継続してきたことになる。
　検診終了後は，検診受診者に対して，認知機
能検査ならびに頭部Ｘ線CTを基に結果の返送
を行っている。結果の判定は専門医によって行
われており，この検診結果によっては病院への
受診を勧め，希望者の受診については，事業担
当者が外来にてフォローアップする体制も整え
ている。

（ 2）　調査方法
　毎年， ８ 月中旬に検診予告はがきを送付した
後， ８ 月下旬に生活習慣調査票の郵送を行い，
検診時に持参する方法をとった。検診は， 9 月
中旬から10月末日まで病院が併設されている施
設にて実施した。認知機能検査は，臨床心理士
または研修を受けた心理系大学院生が行い，併
設病院にて頭部Ｘ線CTを実施した。
　2008年度に行われた検診に未受診であった者
への調査は，本人または家族の連絡で未受診の
理由が把握できた以外の者に対し，2008年なら
びに2009年 ２ 月に電話調査を行い，検診未受診
の理由と次年度以降の検診案内の送付希望の有
無を尋ねた。電話調査は， ２ 名の調査員が行っ
た。不在の場合は，日にちと時間帯を変え， ２
回以上の連絡を入れた。



第57巻第10号「厚生の指標」2010年 9 月

―　 ―3

（ 3）　測定尺度
　MMSE7）は，1975年に，Folsteinらにより，
認知機能障害の測定を目的とした短く，かつ標
準化された尺度として開発された。現在では，
認知症高齢者にもスクリーニング検査として使
用されている。質問は，11項目から構成され，
総計30点満点となるよう設計されている。カッ
トオフ値を23／24点とすると，23点以下は認知
症である確率が高い。

（ 4）　分析方法
　分析対象は，ベースライン期間中にあたる
2003年度に行った検診事業へ参加した者とした。
このうち，2008年度に受診したものを継続群，
2008年度を含む ３ 年間連続で未受診であった者
を脱落群とし，両群のMMSE得点の比較を行っ
た。また，脱落群の検診未受診となった理由を
その内容に応じて分類し，集計を行った。なお，
脱落群のうち，2008年度までに本人または家族
より今後の検診が継続困難であるという理由を
伴った内容の連絡があった者は脱落群に含めて
いる。分析は，継続群と脱落群の比較では，
データの特性に応じて，ｔ検定，χ2検定を行い，
有意水準は両側 ５ ％とした。また，すべての統
計学的分析ではSPSS Statistics 17.0を用いた。

（ 5）　倫理的配慮
　本事業の倫理面については，認知症介護研
究・研修東京センターに設置される倫理委員会
の審査と承認を受け実施した。頭の検診事業へ
の参加者に対しては，対象者が高齢者であるこ
とから，毎回，事前に郵送にて検診の案内なら
びに生活習慣調査票を送付し，その際に研究の
一環としての事業である旨や研究の概要，匿名
性の保持，データの取り扱い等の説明と，検診
参加をもって同意することを明記した文書を添

付した。したがって，検診への参加をもって研
究同意が得られたものと見なした。

Ⅲ　結　　　果

（ １）　全体の概要
　2003年度において，検診を受診した者は409
名であった。対象者の属性は，2003年当時の平
均年齢±標準偏差が75.8±6.1歳，性別は男性
が153名（37.4％），女性が256名（62.6％）で
あった。このうち，その後の検診を受診した継
続 群 は289名（70.7 ％）， 脱 落 群 は120名
（29.3％）であった。MMSE得点は，2003年
度調査に参加した者の全体が27.6±3.9点であ
り，2008年度調査に参加した者の全体は27.8±
3.5点だった。
　表 １ より，2003年度調査時のMMSE得点を
継続群と脱落群で比較すると，継続群は28.1±
2.9点，脱落群は26.3±5.3点であり，脱落群は
継続群よりベースラインの得点が有意に低かっ
た（ｔ＝3.61，ｐ＜0.05）。なお，2003年度調
査 時 の23点 以 下 の 認 知 症 相 当 の 群 は34名
（8.3％）で，このうち継続群は10名，脱落群
は24名だった。また，2003年度当時の年齢にお
いて継続群は75.1±5.9歳に対し，脱落群は
77.6±6.4歳と受診年齢で差が認められた（ｔ
＝－3.81，ｐ＜0.05）。

（ 2）　脱落群の未受診理由
　脱落群の未受診理由については，拒否，電話
番号未記載を除く108名を対象とした。最も多
かった理由は，記載されていた電話番号が使わ
れていない「不通」であった者が23名（21.3％）
であり，次いで，検診は見送ったが「元気」で
あると回答した者が22名，「不在」が21名で
あった。また，身体的理由は42名（38.9％）で

表 １　2003年度時点の対象者の属性（ｔ検定）
全体

（ｎ＝409）
継続群

（ｎ＝289）
脱落群

（ｎ＝120） 検定

年齢（歳） 75.8±6.1 75.1±5.9 77.6±6.4 t=-3.81,p＜0.05
MMSE（点） 27.6±3.9 28.1±2.9 26.3±5.3 t=　3.61,p＜0.05

あり，内訳は「死亡」が14名と最も多く，次
いで，「体調不良」 ８ 名，「認知症」ならびに
「病気」 ７ 名，「歩行困難」 ６ 名であった。

（ 3）　脱落群の未受診理由別認知機能レベル
　電話調査の対象者全体のMMSEの平均得
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点は，26.0±5.4点であった。未受診理由別の
MMSE得点は，身体的な理由で検診を受けな
かった者は24.2±7.7点，不在や不通であった
者が26.6±3.2点，検診は見送ったが元気であ
ると回答した者が28.6±1.4点であり，身体的
な理由であった者は，検診は見送ったが元気で
あると回答した者よりも得点が有意に低かった
（ｔ＝－3.54，ｐ＜0.05）。
　 ま た，表 2 よ り 未 受 診 理 由 の 内 訳 別 に
MMSEの平均得点をみたところ，「認知症」
20.3±8.5点，「死亡」は22.0±9.8点，「歩行困
難」23.8±6.5点，「病気」27.4±4.0点，「体調
不良」29.0±1.2点，「不通」26.5±3.8点，「不
在」26.8±2.5点，「元気」28.6±1.4点であり，
最もMMSE平均得点が低かった未受診理由は
「認知症」であり，次いで「死亡」であった。

Ⅳ　考　　　察

　認知症早期発見のためのコホート研究事業に
参加していた2003年度の対象群から，継続群と
脱落群ならびに脱落群の検診未受診理由別に認
知機能の比較を行った。検診参加当時の全体の
認知機能は27.6±3.9点であり，この傾向は毎
年変化することなく一定で推移した。検診開始
当初の参加者全体の認知機能は正常もしくは軽
度認知障害に該当するものがほとんどであった。
　継続群と脱落群のMMSEによる認知機能に
有意な差がみられていたことについては，初回
受診時の年齢差を加味しても，認知症だけでは
なく身体的な問題等からも認知機能の低下が
徐々に始まっていることが考えられた。また，
藤原らの調査でも2001年度に実施した初回調査
の参加者に対し，第二次調査の希望群と非希望
群のMMSE得点の比較検討を行っており，
MMSEの得点差がみられていた8）。これは，本
研究とほぼ同様の結果であり，脱落群をハイリ
スク者として，その後も追跡する承諾を得て，
データを蓄積することは重要であると考えられ
る。
　今回，脱落群の検診未受診理由から，身体疾
患や認知症だけではなく，元気であるが検診自

体を拒否する者，電話が不通または電話番号が
使われていないという対象者もみられた。軽度
認知障害のあるものは，知的機能だけではなく，
身体的，心理社会的な問題を抱えているといわ
れている9）。そのため，脱落群の未受診理由を
追跡することは，認知症のコホート研究を行う
上でも重要な対象者であると考えられる。また，
電話が不通または電話番号が使われていないと
いう未受診理由については，調査時期が限定さ
れているため，偶然に不在であった可能性が否
定できない。しかし，高齢になって住み家を変
えることは容易ではないことからも，認知症や
その他の障害等の身体的，心理社会的な理由が
あるとも考えられる。脱落群の定義について，
今回は2008年度を含む， ３ 年連続未受診であっ
た者としたが，毎年，調査の案内を行っている
ため，前回受診よりも ４ 年以上経過して再受診
をする者もおり，脱落と言い難い対象が含まれ
ていることも考えられる。そのため，電話調査
だけではなく，住民基本台帳への照会などを行
い，所在や生存の有無を明らかにしていくこと
はその後の予後を明らかにする上で精度を上げ
るためにも重要な作業であると考えられる。
　また，未受診理由別の認知機能レベルについ
ては，「元気」であった群よりも身体的理由の
群でMMSE得点が低かったことからも，脱落
群への追跡調査や脱落をエンドポイントとして
検討することの重要性が示唆されたと考えられ
る。そのため，この種のコホート研究にエンド
ポイントとして何かしらの理由による脱落を設
定しておくことは変化の解釈に有効であると考
えられるであろう。検診への参加が継続できる
群は，健康意識が高い，ある程度のADLが確
保できていることも考えられることから，普段

表 2　脱落群の未受診理由別のMMSE平均得点（点）（ｎ＝１08）
理由 MMSE平均得点（点）

認知症（ｎ＝ ７ ） 20.3±8.5
死亡（ｎ＝14） 22.0±9.8
歩行困難（ｎ＝ ６ ） 23.8±6.5
病気（ｎ＝ ７ ） 27.4±4.0
体調不良（ｎ＝ ８ ） 29.0±1.2
不通（ｎ＝23） 26.5±3.8
不在（ｎ＝21） 26.8±2.5
元気（ｎ＝22） 28.6±1.4
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から生活習慣への何かしらの配慮を行っている
可能性も否めない。そのため，生活習慣と認知
症との関連を検討する場合でも，脱落群を考慮
しておくことは重要であると考えられた。
　これまでこのようなコホート研究は，区市町
村と共同して行われた報告が多い8）10）-12）ため，
検診や研究に参加できない群の予後を追うこと
は比較的容易である上，その後のフォローも可
能であると考えられる。また，認知症の早期発
見の検診システムとしては，悉

しっかい

皆性を維持し，
精度の高いスクリーニングを行う上で，公共性
を住民にアピールすることは極めて重要である
とも言われている8）。しかし，著者らのような
参加者募集型の研究手法をとり，認知症の早期
発見を目的とした集団検診を行う際は，検診の
継続群の状況を追うだけでは，元来からの元気
高齢者の経過を追うだけとなり，大きな変化は
出にくいと考えられる。したがって，経年的に
算出している全体のMMSE得点にほとんど変
化が出ないのもそのためと考えられる。国外の
大規模コホート13）14）のようなデータベースの構
築が難しいことを考えると，認知症の早期発見，
早期対応と検診システムの確立という観点にお
ける小規模な参加募集型コホートの研究手法に
おいて，より在宅高齢者の実態に近い認知レベ
ルの変化，認知症化の割合，障害出現の割合を
推定するためには脱落群も視野に入れた解釈が
必要となろう。
　本研究の限界と今後への示唆として，本研究
は研究グループが単独で行っていること，また，
地域組織と連携して行った研究ではなく任意で
行っているため，脱落群に対する地域との連携
や介入は行うことができないでいる。しかし，
簡易なシステムという利点を活用すれば，在宅
の高齢者の検診受診率も高くなることも考えら
れ，現行の生活習慣病検診と認知症早期発見事
業の橋渡しとしては効果的なシステムであると
考えられた。
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